資料２－総務省の2014春季要求に対する回答
総務大臣回答
２０１４年３月２７日
（平成26年度給与について）
　平成26年度の給与については、本年の人事院勧告も踏まえ、国政全般の観点に立って総合的に検討を行った上で方針を決定してまいりたいと考えている。その際には、皆様とも十分に意見交換を行ってまいりたい。
（非常勤職員について)
　非常勤職員の処遇改善については、制度の適切な運用の周 知を図りつつ、今後とも皆さんのご意見も伺いながら、関係機関とも相談しつつ検討してまいりたい。
（勤務時間等について）
　超過勤務の縮減は、政府全体としての重要課題であり、総務省としては、引き続き、関係機関とも連携しつつ、政府全体の超過勤務縮減に取り組んでまいりたい。その際、皆様のご意見も伺いつつ、実効ある抑制策を推進してまいりたい。
（高齢者雇用施策について）
　雇用と年金の接続については、昨年、閣議決定した方針に沿って、定年退職者の再任用を政府全体で着実に推進してまいりたい。
　あわせて、同決定に基づき、段階的な定年の引上げを含め、雇用と年金の接続の在り方について検討してまいりたい。
（その他）
　安定した労使関係を維持する観点から、職員団体とは誠意を持った話合いによる一層の意思疎通に努めてまいりたい。
　自律的労使関係制度については、引き続き、内閣官房と職員団体を始めとする関係者との間で意見交換が行われるものと認識している。
地公関係総務大臣回答
２０１４年３月２７日
（平成26年度の賃金改善について）
　平成26年度の地方財政計画における給与関係経費については、その所要額を適切に計上しているところ。
　地方公務員の給与等については、地方公務員法の趣旨を踏まえ、各団体の議会において条例で定められるべきものである。総務省としては、国民・住民の理解と納得が得られる適正な内容とすべきものとの考え方に立ち、必要な助言を行っていく所存。また、平成26年度については、地方公務員給与の減額要請は行わないこととしている。
（臨時・非常勤職員等の雇用安定・労働条件改善について）
　臨時・非常勤職員については、制度の趣旨、勤務の内容に応じた任用・勤務条件が確保されることが必要であり、正規職員と同様に本格的な業務に従事させる場合には、手当の支給も可能な任期付職員制度の活用についても助言を行っている。
　パートタイム労働法・労働契約法については、公務員は適用が除外されているが、臨時・非常勤職員の任用に当たっては、民間労働法制の動向を十分に念頭に置くことも必要である。
　労働基準法の遵守などは各団体が責任を持って対応していくべきものであるが、総務省としても、必要な助言等を行ってまいりたい。
（人事評価について）
　人事評価制度それ自体は、労使交渉の対象となる勤務条件に該当するものではないが、制度の円滑な導入と運用のためには、職員への十分な周知と相互の理解を踏まえながら進めていくことは重要。総務省としても、必要な助言等を行ってまいりたい。
（福利厚生施策の充実について）
　労働安全衛生法の遵守などについては、これまでも地方公共団体に対して情報提供や助言を行ってきたところである。特に東日本大震災の被災地の地方公務員に対しては、地方公務員災害補償基金と共にメンタルヘルス事業を行っているところである。
　職員の健康管理や安全衛生対策が図られるよう総務省としても、引き続き支援を行ってまいりたい。
